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様式第1号(第6条関係)

事前協議申出書
年　　月　　日　
　　袋井市長
事業者　住所　　　　　　　　　　
                                    氏名又は名称　　　　　　　　　　
電話番号　　　(　　)　　　　
　　袋井市土地利用事業の適正化に関する指導要綱の規定に基づき協議を申し出ます。
	事業の目的
	　

	施行区域の所在地
	袋井市　　　　　　　　　　　番地　　　　ほか　　　　筆

	用地の現況
　地域指定区分は、用途地域の用途区分、農振地域、保安林等該当する区分を記入すること。
	ア　現況地目及び面積
　　田　　　　　m2　原野　　　　　m2
　　畑　　　　　m2　宅地　　　　　m2
　　山林　　　　m2　その他　　　　m2　計　　　　m2
イ　用地の取得状況
ウ　用地の取得計画
エ　地域指定区分


	関係権利者、耕作者等の意向
	　

	施設計画
　設置する主要施設の概要及び面積(m2)を記入すること。
	　

	附帯施設計画
　(1)　道路計画
　　進入路の接続地点、幹線、支線幅員、延長、規模、構造等を示すこと。
	　




	　(2)　用水計画
　　図面上に水源地及び地区内給水系統を示すこと。
	ア　給水対象(推定)人口
イ　1日最大必要量



	　
	ウ　水源
エ　取水地点
オ　取水量
カ　取水方法
キ　給水方法


	　(3)　排水計画
　　排水系統を明確にすること。
　　流末処理は、区域外の流末にも配慮すること。
	ア　自然水の排水量
イ　雑用水の排水量
ウ　流末処理


	　(4)　防災施設計画
	　

	　(5)　公害防止計画
　　防止方法及び防止後の状態について記入すること。
	ア　騒音
イ　振動
ウ　粉じん
エ　ばい煙
オ　ガス
カ　臭気
キ　汚水





	　(6)　清掃計画
　　し尿及びごみに区分して記入すること。
	ア　し尿処理
　(ア)　対象人員及び処理量
　(イ)　処理方式
　(ウ)　放流先及び流末河川名



	　
	イ　ごみ処理(不燃物等を含む。)
　(ア)　処理量
　(イ)　処理方法(可燃物)
　　　　　　　　(不燃物)

	　(7)　緑化計画
　　面積(m2)を記入すること。
	ア　緑化
イ　公園(小遊園地、広場等を含む。)
ウ　道路等法面の植栽
エ　その他


	　(8)　温水計画
　　特に温水を他の目的に利用する場合記入すること。
	ア　用途
イ　温水量


	工期予定
	着工予定　　　　　年　　　　月　　　　日
竣工予定　　　　　年　　　　月　　　　日


　概算事業費を記入すること。

	
	ア　事業費　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

	
	区分
	事業費
	年度
	年度
	年度
	年度

	
	用地費
	　
	　
	　
	　
	　

	
	工事費
	　
	　
	　
	　
	　

	
	その他
	　
	　
	　
	　
	　

	
	計
	　
	　
	　
	　
	　

	
	イ　資金調達計画　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

	
	区分
	事業費
	年度
	年度
	年度
	年度

	
	自己資金
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	借入金
	　
	　
	　
	　
	　

	
	その他
	　
	　
	　
	　
	　

	
	計
	　
	　
	　
	　
	　

	その他
　(1)　施設の管理方法
	ア　道水路
イ　公園
ウ　調整地
エ　その他


	　(2)　遺跡の有無
	　有・無


　(注)
　　1　添付書類
　　　(1)　地権者の同意書
　　　(2)　廃棄物処分場の場合は、自治会長及び部農会長の承諾書(正本へ一部のみ添付とする。)

　　　(3)　廃棄物処分場の場合は、住民等に対して行った周知の方法及び内容並びに協議経過、住民等から出された意見、それに対する措置等を記録した書面
　　　(4)　現況写真
　　　(5)　開発区域位置図　50,000分の１以上
　　　(6)　公図写し(地目、地積及び所有者を記入すること。)
　　　(7)　現況図　3,000分の１以上
　　　(8)　土地利用計画図　1,000分の１以上
　　　(9)　造成計画断面図　1,000分の１以上
　　　(10)　水理計算書（放流先河川又は水路の流下能力（断面、勾配等が変化する地点で算定）を示し、河川改修の要否について検討すること。）
　　　(11)　その他参考資料
　　2　上記(5)から(10)までに示す設計図書等には、袋井市開発行為等事務処理要領（平成18年袋井市告示第16号）の別表第１に定める「明示すべき事項」のうち事業者が事前協議を求める事項を表記すること。
　　3　提出部数　正1部、副必要部数、電子データ
　　4　申出書に関する連絡先を表紙欄外に記載すること。
　　5　各書類に頁番号を記載すること。
様式第1号の2(第6条関係)

事前協議取下申出書
　　年　　月　　日
　袋井市長
事業者　住所　　　　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　　　印
電話番号　　　　　(　　)　　　　　
　袋井市土地利用事業の適正化に関する指導要綱の規定に基づき、事前協議の取り下げを申し出ます。
1　事業の目的
2　施行区域の所在地　　　袋井市　　　　　　　番地ほか　　　筆
3　事前協議申出年月日　　　　　年　　月　　日
様式第2号(第6条関係)

第　　　　　号　
年　　月　　日　
　　　　　　　　　　様
袋井市長　　　　　　　　　印　
土地利用事業事前協議の結果について
　　このことについて、事前協議の結果、次のとおり通知します。
　　なお、措置事項の改善又は協議すべき者との協議等が成立した場合には、実施計画承認申請書を提出してください。
　1　事 業 名
　2　施行場所
　3　施行面積
　4　措置事項
様式第3号(第6条関係)

経過報告書
年　　月　　日　
　　袋井市長
事業者　住所　　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　　　印　
電話番号　　(　　　)　　　　　　
　　袋井市土地利用事業の適正化に関する指導要綱の規定に基づき経過について報告します。
	事業の目的
	　

	施行区域の所在地
	袋井市　　　　　　　　　　　　番地　　　　ほか　　　　筆

	施行区域の面積
	m2

	経過
	　


　(注)　経過欄には、法令に基づく許可、認可、届出等の状況を含めて記載すること。
様式第4号(第8条関係)

実施計画承認申請書
年　　月　　日　
　　袋井市長　　　　　
　　　　　　　　　　事業者　住所　　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　(　　　)　　　　　
　　袋井市土地利用事業の適正化に関する指導要綱の規定に基づき土地利用事業の承認を申請します。
	事業の目的
	　

	施行区域の所在地
	袋井市　　　　　　　　　　　番地　　　　ほか　　　　筆

	用地の現況
　地域指定区分は、用途地域の用途区分、農振地域、保安林等該当する区分を記入すること。
	ア　現況地目及び面積(登記簿面積)
　　田　　　　　m2　原野　　　　　m2
　　畑　　　　　m2　宅地　　　　　m2
　　山林　　　　m2　その他　　　　m2　計　　　　m2
　　　　　　　　　　　　　　　　　 実測　　　　m2)
イ　用地の取得状況
ウ　用地の取得計画
エ　地域指定区分


	関係権利者又は耕作者等の意向
	　

	施設計画
　設置する主要施設の概要及び面積(m2)を記入すること。
	　


	附帯施設計画
　(1)　道路計画
　　進入路の接続地点、幹線、支線幅員、延長、規模、構造等を示すこと。
	　




	　(2)　用水計画
　　図面上に水源地及び地区内給水系統を示すこと。
	ア　給水対象(推定)人口
イ　1日最大必要量
ウ　水源
エ　取水地点
オ　取水量
カ　取水方法
キ　給水方法


	　(3)　排水計画
　　排水系統を明確にすること。
　　流末処理は、区域外の流末にも配慮すること。
	ア　自然水の排水量
イ　雑用水の排水量
ウ　流末処理


	　(4)　防災施設計画
	　

	　(5)　公害防止計画
　　防止方法及び防止後の状態について記入すること。

	ア　騒音
イ　振動
ウ　粉じん
エ　ばい煙
オ　ガス
カ　臭気

	　
	キ　汚水
ク　環境に配慮した工事施工方法及び再生資材の活用




	　(6)　清掃計画
　　し尿及びごみに区分して記入すること。
	ア　し尿処理
　(ア)　対象人員及び処理量
　(イ)　処理方式
　(ウ)　放流先及び流末河川名
イ　ごみ処理(不燃物等を含む。)
　(ア)　処理量
　(イ)　処理方法(可燃物)
　　　　　　　　(不燃物)

	　(7)　緑化計画
　　面積(m2)を記入すること。
	ア　緑　化
イ　公園(小遊園地、広場等を含む。)
ウ　道路等法面の植栽
エ　その他


	　(8)　温水計画
　　特に温水を他の目的に利用する場合記入すること。
	ア　用途
イ　温水量


	工期予定
	着工予定　　　　　年　　　　月　　　　日
竣工予定　　　　　年　　　　月　　　　日

	資金計画
　概算事業費を記入すること。

	ア　事業費　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

	
	区分
	事業費
	年度
	年度
	年度
	年度

	
	用地費
	　
	　
	　
	　
	　

	
	工事費
	(内訳)
	　
	　
	　
	　

	
	その他
	　
	　
	　
	　
	　

	
	計
	　
	　
	　
	　
	　

	
	イ　資金調達計画　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)


	
	区分
	事業費
	年度
	年度
	年度
	年度

	
	自己資金
	　
	　
	　
	　
	　

	
	借入金
	　
	　
	　
	　
	　

	
	その他
	　
	　
	　
	　
	　

	
	計
	　
	　
	　
	　
	　

	その他
　(1)　施設の管理方法
	ア　道水路
イ　公園
ウ　調整池
エ　その他


	　(2)　遺跡の有無
	　有・無


　(注)
　　1　添付書類
　　(1)　土地利用事前協議の結果通知に対する措置状況を示す書面
　　(2)　開発区域内権利者の一覧表及び同意書
　　(3)　自治会長及び部農会長の承諾書
　　(4)　住民等に対して行った周知の方法及び内容並びに協議経過、住民等から出された意見、それに対する措置等を記録した書面
　　(5)　申請者の経歴書、定款、決算諸表及び事業の実績書
　　(6)　預金残高証明及び融資又は出資証明書
　　(7)　設計図書等
　　　ア　開発区域位置図　50,000分の１以上
　　　イ　現況図　3,000分の１以上
　　　ウ　公図写し
　　　エ　開発区域区域図　3,000分の１以上
　　　オ　土地利用計画図　1,000分の１以上
　　　カ　造成計画平面図　1,000分の１以上
　　　キ　造成計画断面図　1,000分の１以上
　　　ク　排水計画平面図　600分の１以上
　　　ケ　給水計画平面図　600分の１以上
　　　コ　がけの断面図　50分の１以上
　　　サ　擁壁の断面図　50分の１以上
　　　シ　求積図　1,000分の１以上（２ヘクタール以上は3,000分の１以上）
　　　ス　防災工事計画平面図　1,000分の1以上（２ヘクタール以上は3,000分の１以上）
　　　セ　防災施設構造図　100分の１以上
　　　ソ　構造計算書
　　　タ　安定計算書
　　　チ　水理計算書
　　　ツ　土地調査書及び地盤改良計画書
　　　テ　その他審査上特に必要と認める図書（道路縦断面図、道路横断図、道路断面構造図、水施設構造図、公園計画平面図等）
　　2　上記(6)に示す設計図書等には、袋井市開発行為等事務処理要領の別表第１に定める「明示すべき事項」を表記すること。
　　3　提出部数　正１部、副必要部数、電子データ
　　4　申出書に関する連絡先を表紙欄外に記載すること。
　　5　各書類に頁番号を記載すること。
様式第5号(第8条関係)

第　　　　　号　
年　　月　　日　
　　　　　　　　様
袋井市長　　　　　　　　　　印　
土地利用事業の実施計画について(承認)

　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった実施計画承認申請については、袋井市土地利用事業の適正化に関する指導要綱第8条第2項の規定により、次のとおり承認します。
　1　事業名
　2　施行場所
　3　施行面積
　4　事業期間
　5　承認条件
　6　許認可事項
様式第6号(第12条関係)

地位承継承認申請書
年　　月　　日　
　　袋井市長　　　　　
事業者(地位を譲り渡そうとする者)　　　
住所　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　　印　
承継者(地位を譲り受けようとする者)　　
住所　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　　印　
　　袋井市土地利用事業の適正化に関する指導要綱の指定に基づき地位承継の承認を申請します。
	承認年月日
	　　　　　年　　月　　日　　　　　　　　　　第　　　　号

	事業の目的
	　

	施行区域の所在地
	袋井市　　　　　　　　　　　　番地　　　　ほか　　　　筆

	施行区域の面積
	m2

	申請の理由
	　

	債権及び債務の承継内容
	　

	譲受人の資本金
	　


　(注)　承継者の提出書類
　　(1)　市との協定書等
　　(2)　住民票又は商業登記簿謄本
　　(3)　承認(同意)通知書の写し
　　(4)　経歴又は実績書
　　(5)　当該事業の資金計画及び管理計画
　　(6)　工事保証人
様式第7号(第12条関係)

第　　　　　号　
年　　月　　日　
　　　　　　　　様
袋井市長　　　　　　　　　　印　
地位の承継の承認について
　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった地位の承継については、袋井市土地利用事業の適正化に関する指導要綱第12条第1項の規定により、次のとおり承認します。
　1　承認年月日・番号　　　　　　年　　月　　日　　　第　　　号
　2　事業名
　3　施行区域に含まれる地域の名称
　4　被承継人の住所及び氏名
　5　承継年月日　　　　　　　　　年　　月　　日
　6　承認に附した条件
様式第8号(第12条関係)

地位承継届
年　　月　　日　
　　袋井市長　　　　　
届出者　住所　　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　　　印　
電話番号　　　(　　　)　　　　　
　　袋井市土地利用事業の適正化に関する指導要綱の指定に基づき事業者の地位を承継したので届け出ます。
	承認年月日
	　　　　年　　月　　日　　　　　　　　　第　　　　　号

	事業の目的
	　

	施行区域の所在地
	袋井市　　　　　　　　　　　番地　　　　　ほか　　　筆

	施行区域の面積
	m2

	旧事業者の住所
	　

	同上氏名又は名称
	　

	承継の理由
	　


　(注)　承継人の添付書類
　　(1)　市との協定書等
　　(2)　住民票又は商業登記簿謄本
　　(3)　承認(同意)通知書の写し
様式第9号(その1)(第13条関係)

変更承認申請書
年　　月　　日　　
　　袋井市長
事業者　住所　　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　　　印　
電話番号　　　(　　　)　　　　　
　　袋井市土地利用事業の適正化に関する指導要綱の規定に基づき変更の承認を申請します。
	承認年月日
	　　　　　年　　月　　日　　　　　　　　第　　　　　号

	事業の目的
	　

	施行区域の所在地
	袋井市　　　　　　　　　　　番地　　　　　ほか　　　筆

	事業の内容及び面積
	当初計画
	面積　　　　　　
(　　　　　m2)

	
	変更後
	面積　　　　　　
(　　　　　m2)

	変更の理由
	　

	工事の設計内容
	別添のとおり


　(注)　添付書類　変更に係る部分の平面図は、新旧の計画を各一部提出すること。
様式第9号(その2)(第13条関係)

事業計画の変更対照表
　土地利用計画
	区分
	地目別
	計

	
	田
	畑
	山林
	原野
	宅地
	その他
	

	当初計画
	面積
	m2
	m2
	m2
	m2
	m2
	m2
	m2

	
	比率
	％
	％
	％
	％
	％
	％
	％

	変更後
	面積
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	比率
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	差
	面積
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


　工事概要
	工事内容
	当初計画
	変更後
	変更内容
	備考

	　
	　
	　
	　
	　


様式第10号(第13条関係)

第　　　　　号　
年　　月　　日　
　　　　　　　　様
袋井市長　　　　　　　　印　
土地利用事業の実施計画変更について(承認)

　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった変更承認申請については、袋井市土地利用事業の適正化に関する指導要綱第13条の規定により、次のとおり承認します。
　1　事業名
　2　施行場所
　3　変更内容
　4　承認条件
　5　許認可事項
様式第11号(第14条関係)

名称(氏名、住所)変更届
年　　月　　日　
　　袋井市長　　　　　
届出者　住所　　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　　　印　
電話番号　　　(　　　)　　　　　
　　袋井市土地利用事業の適正化に関する指導要綱の規定に基づき名称(氏名、住所)を変更しましたので届け出ます。
	承認年月日
	　　　　　年　　月　　日　　　　　　　　　第　　　　号

	事業の目的
	　

	施行区域の所在地
	袋井市　　　　　　　　　　　番地　　　　　ほか　　　筆

	施行区域の面積
	m2

	氏名又は名称
	変更前
	　

	
	変更後
	　

	住所
	変更前
	　

	
	変更後
	　

	変更年月日
	　　　　　年　　月　　日

	変更の理由
	　


　(注)　添付書類
　　(1)　法人の商号変更の場合は、商業登記簿謄本
　　(2)　住所の変更の場合は、住民票又は商業登記簿謄本
様式第12号(第14条関係)

工事施行者変更届
年　　月　　日　
　　袋井市長　　　　　
届出者　住所　　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　　　印　
電話番号　　　(　　　)　　　　　
　　袋井市土地利用事業の適正化に関する指導要綱の規定に基づき工事施行者の変更について届け出ます。
	承認年月日
	　　　　　年　　月　　日　　　　　　　　第　　　　号

	事業の目的
	　

	施行区域の所在地
	袋井市　　　　　　　　　　番地　　　　　ほか　　　筆

	施行区域の面積
	m2

	変更年月日
	　　　　　年　　月　　日

	工事施行者
	変更前
	住所
	　

	
	
	氏名又は名称
	　

	
	
	連絡場所
	(電話番号　　　　　　)

	
	変更後
	住所
	　

	
	
	氏名又は名称
	　

	
	
	連絡場所
	(電話番号　　　　　　)

	変更の理由
	　


　(注)　添付書類　工事施行者の業務経歴書
様式第13号(第14条関係)

防災工事完了届
年　　月　　日　
　　袋井市長　　　　　
届出者　住所　　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　　　印　
電話番号　　　(　　　)　　　　　
　　袋井市土地利用事業の適正化に関する指導要綱の規定に基づき防災工事に完了するので届け出ます。
	承認年月日
	　　　　　年　　月　　日　　　　　　　　第　　　　号

	事業の目的
	　

	施行区域の所在地
	袋井市　　　　　　　　　　番地　　　　　ほか　　　筆

	施行区域の面積
	m2

	防災工事の完了年月日
	　　　　　　年　　月　　日　完了

	沈砂池、調整池の基数
	　

	その他防災施設
	　

	工事施行者
	氏名
	　

	
	住所
	　

	
	連絡場所
	(電話番号　　　　　　)

	現場管理者
	氏名
	　

	
	住所
	　

	
	連絡場所
	(電話番号　　　　　　)


様式第14号(第14条関係)

工事着手(完了、中止、再開)届
年　　月　　日　
　　袋井市長　　　　　
届出者　住所　　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　　　印　
電話番号　　　(　　　)　　　　　
　　袋井市土地利用事業の適正化に関する指導要綱の規定に基づき工事に着手(完了、中止、再開)するので届け出ます。
	承認年月日
	　　　　　年　　月　　日　　　　　　　　第　　　　号

	事業の目的
	　

	施行区域の所在地
	袋井市　　　　　　　　　　番地　　　　　ほか　　　筆

	施行区域の面積
	m2

	工事の着手(完了、中止、再開)(予定)年月日
	　　　　　　年　　月　　日　着手
　　　　　　年　　月　　日　完了(予定)

　(中止の場合は、中止期間明示すること。)

	工事施行者
	氏名
	　

	
	住所
	　

	
	連絡場所
	(電話番号　　　　　　)

	現場管理者
	氏名
	　

	
	住所
	　

	
	連絡場所
	(電話番号　　　　　　)


　(注)　添付書類
　　(1)　着手届
　　　　ア　工事に関する工程表(防災工事と併行する場合は、防災工事に関する工程表を含む。)

　　　　イ　法令に基づく許認可等の写し
　　　　ウ　造成計画平面図
　　　　エ　位置図
　　　　オ　緊急連絡網
　　(2)　完了届
　　　　ア　造成計画平面図及び防災施設構造図
　　　　イ　土地利用対策委員会決定事項及び許認可事項(表)の写し
　　　　ウ　土地利用対策委員会決定事項に対する措置一覧表及び許認可事項一覧表
　　　　エ　工事完成写真
　　　　オ　位置図
　　(3)　中止届
　　　　ア　中止理由書(再開予定年月日を明記すること。)

　　　　イ　造成計画平面図及び防災施設構造図
　　　　ウ　中止しようとする時点における土地の現況図及び現況写真
　　　　エ　位置図
　　(4)　再開届
　　　　ア　工事に関する工程表
　　　　イ　法令に基づく許認可等の写し
　　　　ウ　工事施行者の業務経歴書
　　　　エ　造成計画平面図
　　　　オ　位置図
様式第15号(第14条関係)

軽微変更届
年　　月　　日　　
　袋井市長
届出者　住所　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　印　　
電話番号　　　　　　　　　　　
　次の内容について、変更が生じましたので届出書を提出いたします。
	承認年月日
	年　　月　　日　　　　　　　　　第　　　　　号　　

	事業の目的
	　

	施行区域の所在地
	袋井市　　　　　　　　　　　　　　番地　　　　ほか　　　　筆

	施行区域の面積
	m2

	変更の理由
	　

	変更箇所
	当初計画
	変更後

	
	　
	　


(注)　添付書類　変更に係る資料は、新旧の計画を各1部提出すること。
様式第16号(第14条関係)

事業廃止届
年　　月　　日　　
　袋井市長
届出者　住所　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　印　　
電話番号　　　　　　　　　　　
　袋井市土地利用事業の適正化に関する指導要綱の規定に基づき事業を廃止したいので届け出ます。
	承認年月日
	年　　月　　日　　　　　　　　　第　　　　　号　　

	事業の目的
	　

	事業廃止区域の所在地
	袋井市　　　　　　　　　　　　番地　　　　ほか　　　　筆

	事業廃止区域の面積
	m2

	事業廃止予定年月日
	　

	廃止の理由
	　

	廃止後の措置
	　


(注)　添付書類
　1　事業の廃止にかかわる既着手区域を明示した図書
　2　廃止しようとする時点における土地の現況図及び現況写真
　3　事業の廃止に伴う従前の公共施設の回復計画書
　4　事業の廃止に伴う防災工事計画書
様式第17号(第19条関係)

是正報告書
年　　月　　日　　
　袋井市長
届出者　住所　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　印　　
電話番号　　　　　　　　　　　
　　　年　　月　　日の現地調査において指示された点について、次のとおり是正したので報告します。
	事業の目的
	　

	施行区域の所在地
	袋井市　　　　　　　　　　　番地　　　　ほか　　　　筆

	施行区域の面積
	m2

	承認年月日
	年　　月　　日　　　　 　第　　　　号　　

	指示事項
	是正事項

	　
	　


様式第18号(第20条関係)

第　　　　　号　　
年　　月　　日　　
　　　　　　　　　様
袋井市長　　　　　　　　印　　
袋井市土地利用事業に関する工事の検査済証
　次の土地利用に関する工事は、　　年　　月　　日検査の結果、袋井市土地利用事業の適正化に関する指導要綱の規定に適合していることを証します。
1　承認年月日・番号　　　　　　　年　　月　　日　　　第　　　　号
2　土地利用区域又は工区に含まれる地域の名称
3　承認を受けた者の住所及び氏名
様式第19号(第21条関係)

(表面)

予定建築物等以外の建築等の承認申請書
年　　月　　日　　
　袋井市長
申請者　住所　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　印　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　
	　
	法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の職氏名
	　


　袋井市土地利用事業の適正化に関する指導要綱の規定により、予定建築物等以外の建築等の承認を申請します。
	土地利用承認年月日
	年　　月　　日　　　　第　　　号　　　

	施工区域の所在地、面積等
	　

	予定建築物等の用途
(用途、規模、棟数)
	　

	予定建築物等以外の建築物等の用途又は用途変更しようとする建築物等の用途
	　

	申請の理由
	　


(裏面)
(注)添付書類
　1　地権者の同意書
　2　自治会長の承諾書
　3　住民等に対して行った周知の方法及び内容並びに協議経過、住民等から出された意見、それに対する措置等を記録した書面
　4　土地利用対策委員会決定事項及び許認可事項（表）の写し
　5　現況写真
　6　開発区域位置図　50,000分の１以上
　7　公図写し（地目、地積及び所有者を記入してください。）
　8　現況図　3,000分の１以上
　9　土地利用計画図　1,000分の１以上
　10　造成計画断面図　1,000分の１以上
　11　防災工事計画平面図　1,000分の１以上
　12　防災施設構造図　100分の１以上
　13　建築物等の位置図及び配置図　500分の１以上
　14　建築物等の平面図及び立面図　250分の１以上
　15　建築物等の用途、規模、構造（建築面積、延べ面積及び階数）及び棟数を示す書面
　16　その他審査上特に必要と認める図書

様式第20号(第21条関係)

第　　　　　号　　
年　　月　　日　　
　　　　　　　　　様
袋井市長　　　　　　　　印　　
土地利用事業区域内における建築等の承認について
　　　年　　月　　日付けで申請のあった予定建築物等以外の建築物等許可申請について、次のとおり承認します。
1　承認年月日・番号　　　　　　　年　　月　　日　　　第　　　号
2　建築等をしようとする場所
3　建築物等用途、規模、構造、棟数
4　承認の条件
様式第21号(第22条関係)

改変届
年　　月　　日　　
　袋井市長
届出者　住所　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　印　　
電話番号　　　　　　　　　　　
　袋井市土地利用事業の適正化に関する指導要綱の規定に基づき承認及び検査を受けた次の事業について、次のとおり改変しますので届け出ます。
	承認年月日
	　

	検査済証年月日
	　

	施行区域の所在
	　

	改変の理由
	　

	改変の内容
	　


(注)添付書類
　　改変部分の図面、関係書類等を新旧の各一部を提出してください。
